様式第１号
　　年　　月　　日
山梨県知事　　　　　　　　殿
（申請者）〒
　　　　　住所
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　氏名　　　　　　　　　　　　　印
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　電話
ＤＶ被害者法的サービス費用支援事業費補助金交付申請書
　ＤＶ被害者法的サービス費用支援事業費補助金交付要綱第４条第１項の規定に基づき、次のとおり関係書類を添えて補助金の交付を申請します。
 １　従前に交付を受けた補助金の額等
（１）従前に受けた交付決定－１
　　① 交付決定通知日　：　　　　年　月　日
　　② 交付決定通知番号：　　　第　　　　号
　　③ 交付決定額　　　：　　　　　　　　円
（１－１）従前に受けた交付決定－２（補助金の交付が３回目である場合は記入）
　　① 交付決定通知日　：　　　　年　月　日
　　② 交付決定通知番号：　　　第　　　　号
　　③ 交付決定額　　　：　　　　　　　　円
（２）補助金の交付を受けようとする理由（該当箇所に○をつけてください）

　　　ア．協議離婚の手続を開始したため
　　　イ．協議離婚から調停離婚へ移行したため
      ウ. 調停離婚から訴訟離婚へ移行したため

　

２　交付を受けようとする補助金の額　　　　　　　　　　円
 ３　添付書類
（１）山梨県内の市町村が発行する住民票の写し等、申請者が山梨県内に在住することを証する書類
（２）山梨県内の配偶者暴力相談支援センターで相談を行ったことを証する書類
（３）・法テラスを利用した場合 □
　　　　⇒ 法テラスの代理援助を利用したことを確認することができる書類等、法テラスを利用したことを証する書類
　　　・県の実施する無料法律相談を利用した場合 □
　　　　⇒ 書類不要

（４）要綱第２条第３号別表に規定する要件を満たすことを確認することができる書類
　　　・課税証明書（直近のもの）
　　　[以下は該当がある場合]
　　　・給与明細（直近２ヶ月）

　　　・確定申告書の写し（収受印のあるもの・e-taxの場合は受信通知を添付）
　　　・年金証書（通知書）の写し（基礎年金番号の記載がないもの）
　　　・その他これに準ずる書類

　　　※（３）で法テラスの代理援助を利用したことを確認することができる書類を提出した場合は、（４）の書類は提出不要

（５）裁判等に関する弁護士費用の着手金に係る領収書の写し
　　　※（３）で法テラスの代理援助を利用したことを確認することができる書類を提出した場合は、（５）の書類は提出不要

４　振込口座申出欄　※申請者名義の普通預金口座に限る
	金融機関名
	

	支店名
	

	口座番号
	

	口座名義（カタカナ）
	


５　資産合計額に関する申出欄　※要綱第２条第３号別表に係る確認の一部に代える
　ＤＶ被害者法的サービス費用支援事業費補助金の交付を申請するにあたり、私の資産（現金、預貯金、不動産（自宅を除く）、有価証券等）合計額が、要綱第２条第３号別表で定める資産合計額基準以内であることを申し出ます。
　なお、この申出が虚偽等であることが確認された場合には、要綱第７条第１項の規定により補助金の交付決定が取り消されることについて承知しています
申請者署名　　　　　　　　　　　　　印　

